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（     は、改正点） 

資 料 

目黒区障害者自立支援協議会運営要綱の一部改正 新旧対照表 

改 正 案 現 行 要 綱 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

（１）目黒区障害者計画の策定に関すること。 

（２）障害者等に対する個別の支援や相談事例を基に明らかになった地域の

課題（以下「地域課題」という。）の解決策の検討等に関すること。 

（３） 地域の現状等の情報共有・情報発信に関すること。 

 

（４） （現行に同じ。） 

（５） （現行に同じ。） 

（６） （現行に同じ。） 

（７） （現行に同じ。） 

（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者について区長が委嘱又は任命するおおむね

２０名程度の委員をもって組織する。 

（１）・（２） （現行に同じ。） 

（所掌事項） 

第２条 協議会は、次に掲げる事項を所掌する。 

 

 

 

（１） 困難事例や地域の現状、課題等の情報共有と情報発信に関すること

。 

（２） （省略） 

（３） （省略） 

（４） （省略） 

（５） （省略） 

（組織） 

第３条 協議会は、次に掲げる者について区長が委嘱するおおむね２０名程

度の委員をもって組織する。 

（１）・（２） （省略） 
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（３）障害福祉サービス事業者等 

（４） （現行に同じ。） 

（５）障害当事者又はその家族等 

（６）～（１０） （現行に同じ。） 

（１１）基幹相談支援センターの職務に従事する者 

（１２）地域生活支援拠点の職務に従事する者 

 

（１３） （現行に同じ。） 

２ （現行に同じ。） 

（会長及び副会長） 

第４条 （現行に同じ。） 

２ （現行に同じ。） 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理す

る。 

（課題検討会議） 

第７条 会長は、地域課題の解決策等について具体的な検討を行うため、課

題検討会議を開催することができる。 

２ 課題検討会議の構成員は、会長が地域課題の解決策検討に必要であると

（３）障害福祉サービス事業者 

（４） （省略） 

（５）障害当事者 

（６）～（１０） （省略） 

（１１）基幹相談支援センターを管理する者 

（１２）地域生活支援拠点に従事する者 

（１３）区職員のうち別表に掲げる職にある者 

（１４） （省略） 

２ （省略） 

（会長及び副会長） 

第４条 （省略） 

２ （省略） 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、その職務を代理する

。 

（運営会議） 

第７条 会長は、協議会の運営に関して必要があると認めるときは、運営会

議を開催することができる。 

２ 運営会議の構成員は、会長、副会長、次条に規定する部会長及び第９条
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認めた者とし、会長が招集する。 

 

 

（専門部会） 

第８条 協議会は、第２条に規定する所掌事項に関する専門的な調査及び研

究を行わせるため、必要があると認めるときは、専門部会（以下「部会」

という。）を置くことができる。 

２ 部会に部会長及び副部会長を置き、部会を構成する者（以下「部会員」

という。）のうちから互選により定める。 

３ 部会長は、主に次に掲げる事項を所掌する。 

（１）部会を招集し、部会の事務を総括すること。 

（２）第６項に規定する部会員の取組に加え、課題検討会議等に参画し、地

域課題の解決に向けた具体的な検討を行うこと。 

（３）部会における調査及び研究の経過並びに部会の活動実績を協議会等に

報告すること。 

４ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるときは、その職務を

代理する。 

５ 部会員は、部会長が指名する者及び部会への参加を希望する者のうち部

に定める事務局とし、会長が招集する。 

３ 会長は、必要があると認めるときは、前項の運営会議の構成員以外の者

に出席を求め、意見等を聴くことができる。 

（専門部会） 

第８条 協議会は、第２条に規定する所掌事項に関する専門的な調査審議を

行わせるため、必要があると認めるときは、専門部会（以下「部会」とい

う。）を置くことができる。 

２ 部会に部会長及び副部会長を置く。 

 

３ 部会長は委員の中から会長が指名する。副部会長は、部会長が会長と協

議のうえ、部会員の中から指名する。 

４ 部会長は、部会を招集し、部会の事務を総括し、部会の調査審議の経過

及び結果を協議会に報告するものとする。 

 

 

５ 副部会長は、部会長を補佐し、部会長に事故があるとき、その職務を代

理する。 

６ 部会を構成する者（以下「部会員」という。）は、部会長が指名する者
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会長が承認した者とする。 

６ 部会員は、地域課題の抽出とその解決に向けた取組に参画し、目黒区に

おける支援体制の強化、相談支援の質の向上等に努めるものとする。 

７・８ （現行に同じ。） 

（連絡会） 

第９条 協議会は、目黒区の障害福祉を取り巻く状況の把握、情報共有等を

図るため、事業、活動内容等の種別に応じた連絡会を設置することができ

る。 

２ 連絡会に連絡会長を置き、連絡会を構成する者のうちから互選により定

める。 

３ 連絡会長は、協議会において定期的に活動報告を行う。 

（報酬等） 

第１０条 協議会及び課題検討会議の報酬額及び報償額は、別に定める。 

２ 委員に支払う費用弁償は、目黒区付属機関の構成員の報酬及び費用弁償

に関する条例（昭和３１年１２月目黒区条例第２７号）第４条の規定によ

り取り扱うものとする。 

（事務局） 

第１１条 （現行に同じ。） 

及び部会への参加を希望する者のうち部会長が承認した者とする。 

 

 

７・８ （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（事務局） 

第９条 （省略） 
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（秘密保持） 

第１２条 委員、課題検討会議の参加者、部会員その他の協議会関係者は、

正当な理由なしに、会議等で取り扱った個人情報その他の職務に関して知

り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。 

（委任） 

第１３条 （現行に同じ。） 

（秘密保持） 

第１０条 委員、部会員その他の協議会関係者は、正当な理由なしに、会議

で取り扱った個人情報その他の職務に関して知り得た秘密を漏らしてはな

らない。その職を退いた後も同様とする。 

（委任） 

第１１条 （省略） 

別表（第３条関係） 
 

健康福祉部保健予防課長 

健康福祉部障害施策推進課長 

健康福祉部障害者支援課長 

子育て支援部子育て支援課長 

教育委員会事務局教育支援課長 

 


